


















日本の火山防災のストラテジ 一

荒牧重雄

海外の火山防災先進国と日本のシステムを比較すると， 日本では防災のトップ組織が海

外と比べて弱体である こ とが際立っている海外， すなわち米国， イタリア， インドネシ

ア， フィリヒ
°
ン， 英国， ロシア， フランス， ニュ ー ジ ーランドでは火山観測と防災行政の

一体化が高度であるのに比べて， 日本では実質的に複数の官庁が並列しており， 中長期計

画の策定を含めて非能率なシステムから脱却していない． 解決法のひとつは， 火山防災に

関係する学識経験者が合力して， 官僚に向かってより能率的な防災能力の開発 ・ 整備を進

めるよう， 説得するように努める こ とである．

昨年12月から火山噴火予報が事業化され， 防災に深く関与する火山警戒レベルがいくつ

かの火山について随時設定されるようになった． 地方自治体は， これに基づいて地域防災

計画の火山編を充実整備すべきである ． 火山研究者はこの動きに租極的に関与して， 助言

を与えるべきである ．

今後の方向として， 火山ハザードマップを狭義の物理的な災害マップとして作成し， こ

れと平行して火山災害のために限定された防災対策を各地方自治体が策定するようになる

だろう（浅間山・富±山がはじめてのケ ー ス）． こ の場合作業はより詳細に， 専門的な知識

が必要になり， 火山活動の学識経験者の租極的関与が必須となる． 今後このような理解を

深め， システムを構築してゆく必要がある ．
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